
　令和４年度末における地方公営企業の数は法適用企業で水道事業、工業用水道事業等

６種136事業、また、法非適用企業で下水道事業等６種48事業となっている。

　以下、各事業の経営状況について順次概説する。

（１）水道事業（簡易水道事業を含む）

　 ア　事業数

　令和４年度における水道事業及び簡易水道事業は、43事業で前年度と同数

である。

　規模別にみると、給水人口が1.5万人未満の事業が５事業（構成比11.6％）

1.5万人以上３万人未満の事業が10事業（構成比23.3％）となっており、これ

ら給水人口３万人未満の小規模の水道事業が全体の約35％を占めている。

　市町村の水道事業着手状況は、令和４年度末で、全42団体（市町村営に

よるもの40団体、企業団営によるもの２団体）である。

項目

5 2 9 12 10 5 43

11.6 4.7 20.9 27.9 23.3 11.6 100.0

　 イ　利用状況

　水道事業の給水人口は、令和４年度末で2,666千人となっており、前年度

から9千人の減となっている。

　また、水道事業を経営している市町村の行政区域内人口に対する普及率は

87.8％であり、計画給水人口に対する普及率は87.5％である。

　令和４年度の年間総有収水量は、275,150千㎥で前年度の277,401千㎥

に比べ2,251千㎥減少しており、給水人口１人当たり１日平均有収水量（使用

水量）は282.8ℓで前年度と比べ1.4ℓ減少している。

事   業   数

構 成 比（％）

15 万 人
以 上

 給水人口
段階別

区分
3 万 人 以 上
5 万 人 未 満

1.5 万 人 以 上
3 万 人 未 満

４　事業別経営状況

給水人口段階区分別事業数

1.5 万 人 未 満 計
10 万 人 以 上
15 万 人 未 満

5 万 人 以 上
10 万 人 未 満



令和４年度 令和３年度 対前年度比(%)

（人）A 3,036,103 3,052,052 99.5

（人）B 3,048,605 3,048,245 100.0

（人）C 2,666,051 2,674,611 99.7

C/A×100 87.8 87.6 100.2

C/B×100 87.5 87.7 99.8

（千m） 24,234.38 24,142.81 100.4

（m3/日）D 1,296,873 1,294,026 100.2

(㍑) F/365日/C 282.75 284.16 99.5

（千m3）E 312,889.37 315,015.90 99.3

（千m3）F 275,150.31 277,401.85 99.2

F/E×100 87.9 88.1 99.8

１日平均配水量  ／
１日配水能力×100

66.1 66.7 99.1

１日平均配水量  ／
１日最大配水量×100

87.0 89.2 97.6

１日最大配水量  ／
１日配水能力×100

76.0 74.8 101.5

区分 給水人口 年間総有収水量 １人１日当たり

年度 （千人） （千m3） 給水人口 年間総有収水量 使用量　(ℓ)

H17 2,609 280,934 100.0 100.0 292

H18 2,625 280,151 100.6 99.7 293

H19 2,644 282,593 101.3 100.6 287

H20 2,656 278,528 101.8 99.1 286

H21 2,667 278,115 102.2 99.0 288

H22 2,668 280,756 102.3 99.9 278

H23 2,678 271,655 102.6 96.7 280

H24 2,676 274,602 102.6 97.7 278

H25 2,673 270,983 102.4 96.5 275

H26 2,673 268,405 102.4 95.5 276

H27 2,670 268,961 102.3 95.7 276

H28 2,692 271,667 103.2 96.7 279

H29 2,687 273,968 103.0 97.5 280

H30 2,680 274,040 102.7 97.5 279

R1 2,674 272,420 102.5 97.0 278

R２ 2,672 277,273 102.4 98.7 284

R３ 2,675 277,402 102.5 98.7 284

R４ 2,666 275,150 102.2 97.9 283

現 在 給 水 人 口

施 設 利 用 率 (%)

配 水 管 延 長

配 水 能 力

１人 当 た り １日 平 均 有 収 水 量

年 間 総 配 水 量

年 間 総 有 収 水 量

有 収 率 (%)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　項　目

水道事業の施設及び利用状況

水道事業における給水人口・給水量の推移

平成17年度を100とした場合

負 荷 率 (%)

最 大 稼 働 率 (%)

普     及      率　　（％）

行 政 区 域 内 人 口

計 画 給 水 人 口



年間総有収水量

　　ウ　経営状況

　　  ａ）損益状況

　　　　　水道事業の経常収益は680億２百万円（前年度666億51百万円）、経常費用は

　　　　612億41百万円(前年度597億93百万円）となっている。経常収支比率は、111％

　　　　で収支均衡を維持しており、前年度の111.5％から0.5ポイント減少している。

　　　　　経常利益が生じた事業は、40事業（前年度41事業）で、経常利益額は、67億

　　　　77百万円で前年度の69億68百万円に比べ１億91百万円減少している。

　　　　　一方、経常損失を生じた事業は、３事業（前年度２事業）で、経常損失額は

        17百万円で前年度の１億10百万円に比べ93百万円減少している。

　　　　　また、累積欠損金を有する事業は、１事業（前年度１事業）で、累積欠損金

　　　　の額は、１億８百万円と、前年度の２億54百万円比べ１億46百万円減少してい

　　　　る。
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　　ｂ）資本的収支

　　　　令和４年度の資本的支出は、423億２百万円で、前年度の434億９百万円に比べ、

　　　11億７百万円減少している。この内訳は、建設改良費292億３百万円（前年度309

　　　億31百万円）、企業債償還金125億６百万円（前年度123億44百万円）、その他

　　　５億93百万円（前年度１億34百万円）となっている。

　　　　資本的支出に対する財源は、企業債153億６百万円（前年度173億39百万円）、

　　　他会計繰入金15億86百万円（前年度20億41百万円）等となっている。

　　ｃ）給水原価及び料金の状況

　　　　令和４年度における給水量１㎥当たりの給水原価は、203.02円で前年度の

　　　196.22円に比べ6.8円高くなっている。

　　　　また、供給単価は203.55円で、前年度の203.77円と比べ0.22円低くなって

　　　おり、供給単価が給水原価を0.53円上回った。

年間総有収水量
▲資本費単価（円/m3）＝

■供給単価（円/m3）　＝

年間総有収水量

給水収益
年間総有収水量

◆給水原価（円/m3）　＝
　経常費用－（受託工事費＋附帯事業費＋材料及び不用品売却原価）－長期前受金戻入

減価償却費－長期前受金戻入＋企業債利息＋受水資本費相当額
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（２）工業用水道事業 

ア 事業数等 

令和４年度における工業用水道事業の数（施設数）は、前年度と同数の９事業と

なっている。 

給水先事業所数は、53 事業所で前年度より２事業多い。年間総配水量は 12,807

千㎥で、前年度の12,873千㎥に比べ66千㎥減少している。 

なお、施設利用率（一日平均配水量÷配水能力×100）については 45.4％で、前

年度の45.6％に比べ0.2ポイント減少している。 

 

イ 経営状況 

令和４年度経常収益は、６億76百万円（前年度６億68百万円）、経常費用は、６

億63 百万円（前年度６億42 百万円）となっており、経常収支比率は102.0％で、

前年度の104.1％に比べ2.1ポイント減少している。 

 

 

（３）電気事業 

  ア 事業数等 

令和４年度における電気事業の数は、前年度と同数の１事業となっている。年間

発電電力量は2,814MWhである。 

 

  イ 経営状況 

令和４年度経常収益は、101 百万円（前年度105 百万円）、経常費用は40 百万円

（前年度40百万円）となっており、経常収支比率は252.4％で、前年度の258.6％

に比べ6.2ポイント減少している。 

 

 

（４）病院事業 

ア 事業数等 

令和４年度における病院事業の数は６事業（地方独立行政法人が経営する病院１

事業及び想定企業会計１事業含む）となっている。 

病床数は延べ671病床で前年度と同数である。 

病床利用率（年延入院患者数÷年延病床数×100）は61.9％で、前年度の60.6％

に比べ1.3ポイント上回っている。年間延入院患者は152千人で前年度の148千人

に比べ4千人増加し、年延外来患者数は373千人で前年度の362千人に比べ11千人

増加している。また、一日平均患者数は入院83.1人（前年度81.3人）、外来277.7

人（前年度270.9人）となっている。 

 

イ 経営状況 

ａ）損益状況 

経常収益は131億14百万円で、前年度の131億97百万円に比べ83百万円減少

し、経常費用は118億65百万円で前年度の115億58百万円に比べ３億7百万円増

加している。経常収支比率は110.5％で前年度の114.2％に比べ3.7ポイント減少

している。 

経常利益を生じた事業は、２病院で前年度と同数であり、金額は12億88百万円



で前年度の17億２百万円に比べ４億14百万円減少している。一方、経常損失を生

じた事業は、２病院で前年度と同数であり、金額は39百万円で前年度の63百万円

に比べ24百万円減少している。 

 

ｂ）資本的収支 

資本的支出は22億15百万円で、前年度の22億25百万円に比べ10百万円減少

している。主な内訳は、建設改良費６億18百万円（27.9％）、企業債償還金10億

70百万円（48.3％）となっている。 

資本的支出に対する財源は、企業債 46 百万円、他会計繰入金（地方独立行政法

人の運営費負担金を含む。以下同じ。）８億８百万円等となっている。 

 

ｃ）医業損益 

医業収益は110億80百万円で、前年度の108億30百万円に比べ２億50百万円

増加している。 

医業費用は114億93百万円で、前年度の111億82百万円に比べ３億11百万円

増加している。 

 

ｄ）他会計繰入金 

他会計繰入金は収益的収入に対して13億32百万円、資本的収入に対して８億８

百万円で合計21億40百万円となっており、前年度の20億３百万円に比べ１億37

百万円増加している。 

なお、収益的収入への他会計繰入金は、経常収益に対し10.2％で前年度の9.1％

に比べ1.1ポイント上回っている。 

 



（５）下水道事業

　 ア　事業数等

公共
下水道

特定
公共

特定環
境保全

農業集
落排水

漁業集
落排水

特定地
域生活
排水

計
公共
下水道

特定
公共

特定環
境保全

農業集
落排水

漁業集
落排水

特定地
域生活
排水

計

5 0 2 0 0 0 7 38 1 18 31 1 7 96 103

7 0 2 0 0 0 9 36 1 18 31 1 7 94 103

12 0 6 4 0 1 23 31 1 14 27 1 6 80 103

37 1 16 15 1 3 73 6 0 4 16 0 4 30 103

37 1 16 16 1 3 74 6 0 4 15 0 4 29 103

38 1 17 17 1 3 77 5 0 3 14 0 4 26 103

   イ　利用状況

※有収率＝（年間有収水量÷年間総処理水量）×100

年間有収水量
（千㎥）

196,188

10,318

206,506

有収率
（％）

80.1%

89.9%

80.6%121,394

39,384

82,010

現在処理区域面積
（ha）

年間総処理水量
（千㎥）

244,860

11,471

256,332合計

法非適用企業

2,025

116

1,908

現在処理区域内人口
（千人）

下水道事業供用開始団体の処理区域の状況

　　　　　　　　　　項　目
　区　分

法適用企業

平成30年度

令和元年度

令和４年度

令和３年度

令和２年度

　　  下水道事業（法適用及び法非適用）における現在処理区域内人口は、令和４年度末
　　で2,025千人で、前年度2,011千人に比べ14千人増加し、現在処理区域面積は121千haで、
　　前年度と同様である。
　　　年間総処理水量（雨水処理水量と汚水処理水量の合計。）は256百万㎥で、前年度
　　266百万㎥に比べ10百万㎥減少し、年間有収水量は207百万㎥で、前年度208百万㎥に
　　比べ1百万㎥減少している。

      令和４年度における下水道事業の数は103事業（法適用企業77事業、法非適用企業
　　26事業）で、3事業が法非適用企業から法適用企業へ移行したが、事業数合計は前年
　　度と同じである。

下水道事業数の推移

　　　　　　　　事　　業

年　　度

平成29年度

法非適用企業法適用企業

合計







　③　法非適用企業

46,907 45,174 39,583 6,215 5,752 4,912 85.4

23,790 22,916 19,409 1,904 1,839 1,587 86.3

23,732 22,915 19,409 1,902 1,839 1,587 86.3

うち 22,387 21,456 18,088 1,830 1,802 1,550 86.0

1,285 1,431 1,294 56 27 31 114.8

22,112 21,072 19,037 3,942 3,705 3,199 86.3

26,760 25,572 21,194 3,629 3,293 2,948 89.5

18,918 18,706 15,571 2,772 2,534 2,342 92.4

うち 1,675 1,666 1,479 272 328 274 83.5

20,146 19,602 18,390 2,586 2,459 1,964 79.9

32,429 28,919 26,093 3,410 2,737 2,326 85.0

15,827 13,702 11,988 1,331 1,068 787 73.7

7,855 7,290 6,488 836 521 326 62.6

都道府県補助金 138 92 58 35 25 6 24.0

6,354 5,794 5,732 884 868 1,031 118.8

52,158 48,706 40,938 5,950 5,193 4,189 80.7

24,832 22,935 18,383 2,477 1,747 1,204 68.9

27,090 25,517 22,405 3,439 3,410 2,946 86.4

△ 19,730 △ 19,787 △ 14,846 △ 2,540 △ 2,456 △ 1,863 75.9

1,905 2,116 5,214 332 308 281 91.2

0 0 0 0 0 0 -

96 94 80 30 29 26 89.7

1 1 2 1 0 0 -

0 0 0 0 0 0 -

雨水処理負担金

国庫補助金

　収益的収支のうち総収益は49億12百万円で、前年度の57億52百万円に比べ８億40百万
円減少している。このうち他会計繰入金は31億99百万円（前年度37億５百万円）に達
し、全体の65.1％（前年度64.4％）を占めている。総費用は29億48百万円で、前年度の
32億93百万円に比べ３億45百万円減少している。
　また、資本的支出は41億円89百万円（前年度51億円93百万円）で、うち建設改良費が
12億４百万円（前年度17億47百万円）、地方債償還金が29億46百万円（前年度34億10百
万円）となっており、これに対する資本的収入は23億26百万円（前年度27億37百万円）
で、うち地方債が７億87百万円（前年度10億68百万円）、他会計繰入金が10億31百万円
（前年度８億68百万円）となっている。
　実質収支は26事業全てが黒字で、黒字額は２億81百万円（前年度３億８百万円）と
なっている。

0.0 -
(B)

0.0 0.0

総 事 業 数

収益的収支で赤字を生じた事業数

実質収支で赤字を生じた事業数

97.1
(C)+(D)

赤字比率
（％）

(E)
×100 0.0 0.0 0.0

87.1 88.4 90.8 87.9 85.8

地方債償還金(D)

収支差引

83.3

実質収支
（Ｅ）

黒　字

赤　字（△）

収益的収
支比率
（％）

(A)
×100

営業費用

職員給与費

収支差引

営業収益(受託工事収益を除く） (B)

資
本
的
収
支

資本的収入

地方債

資本的収支に関する他会計繰入金

資本的支出

建設改良費

収
益
的
収
支

総収益  (A)

営業収益  

使用料収入

収益的収支に関する他会計繰入金

総費用 (C)

下水道事業の経営状況の推移（法非適用企業）

（単位：百万円）

                                  年　度

　項　目
H29 H30 R1 R2 R3 R4

対前年度比
（％）



エ　汚水処理原価と使用料単価の状況

（単位：円）

R3 R4 対前年増減率 R3 R4 対前年増減率 R3 R4 対前年増減率

151.03 151.96 0.6% 155.21 150.19 -3.2% 151.26 151.87 0.4%

160.67 164.20 2.2% 230.54 234.34 1.7% 164.57 167.71 1.9%

内 維 持 管 理 費 分 106.46 113.88 7.0% 206.60 218.24 5.6% 112.05 119.09 6.3%

訳 資 本 費 分 54.21 50.32 -7.2% 23.93 16.10 -32.7% 52.52 48.61 -7.4%

△ 9.64 △ 12.24 △ 75.32 △ 84.15 △ 13.31 △ 15.83

94.0 92.5 -1.6% 67.3 64.1 -4.8% 91.9 90.6 -1.4%

（注）１．使用料単価＝使用料収入÷年間有収水量

　　　２．汚水処理原価＝汚水処理費÷年間有収水量

　　　３．経費回収率＝使用料単価÷汚水処理原価

法適用企業 法非適用企業 合計　　　　　　　　　年　度
　項　目

経費回収率
A / B ×100（％）

　汚水処理原価は、法適用企業が164.20円／㎥（維持管理費113.88円／㎥、資本費50.32円
／㎥）で、前年度（160.67円／㎥）に比べ2.2％増加、法非適用企業は234.34円／㎥（維持
管理費218.24円／㎥、資本費16.10／㎥）で、前年度（230.54円／㎥）に比べ1.7％増加して
おり、全体は167.71円／㎥（維持管理費119.09円／㎥、資本費48.61円／㎥）で、前年度
（164.57円／㎥）に比べ1.9％増加している。
　使用料単価は法適用企業が151.96円／㎥で、前年度（151.03円／㎥）に比べ0.6％増加、
法非適用企業は150.19円／㎥で、前年度（155.21円／㎥）に比べ3.2％減少しており、全体
は151.87円／㎥で、前年度（151.26円／㎥）に比べ0.4％増加している。
　本来使用料により回収すべき汚水に係る処理原価について、実際にどの程度を回収してい
るかを示す数値である経費回収率は、法適用企業が92.5％、法非適用企業が64.1％、全体で
90.6％となっている。

下水道事業における汚水処理原価と使用料単価との比較

A - B

使 用 料 単 価 A

汚 水 処 理 原 価 B



（６）市場事業 

ア 事業数等 

令和４年度における法非適用の市場事業は、前年度と同様の５事業となっている。 

 

イ 経営状況 

収益的収支の総収益は7億67百万円で前年度（６億60百万円）に比べ１億７百

万円増加しており、総費用は５億27百万円で前年度（４億69百万円）と比べ58百

万円の増となっている。 

また、資本的支出は３億71百万円（前年度５億90百万円）で、うち建設改良費

が２億58百万円（前年度４億70百万円）、地方債償還金が１億14百万円（前年度

１億20百万円）となっており、これに対する資本的収入は２億３百万円（前年度４

億47百万円）で、うち地方債が１億32百万円（前年度３億18百万円）、他会計繰

入金が71百万円（前年度70百万円）となっている。 

実質収支をみると、５事業全てが黒字であり、黒字額は７億17百万円で、前年度

（６億49百万円）に比べ68百万円の増となっている。 

 

 

（７）観光施設事業 

ア 事業数等 

令和４年度における法非適用の観光施設事業は、前年度と同数の１事業となって

いる。 

 

イ 経営状況 

収益的収支の総収益は89百万円で前年度（88百万円）とほぼ同額、総費用は74

百万円で前年度（60百万円）に比べ14百万円の増となっている。 

また、資本的支出、資本的収入はいずれもゼロである（前年度の資本的支出、資

本的収入はいずれもゼロである。）。 

実質収支は黒字であり、黒字額は４百万円で、前年度（10百万円）に比べ６百万

円の減となっている。 

 

 

（８）宅地造成事業 

ア 事業数等 

令和４年度における法非適用の宅地造成事業は、前年度に比べ２事業減の９事業

となっている。 

 

イ 経営状況 

収益的収支の総収益は42億56百万円で前年度（21億35百万円）に比べ21億21

百万円増加し、総費用は33億51百万円で前年度（４億41百万円）に比べ29億10

百万円増加している。 

また、資本的支出は32億20百万円（前年度44億10百万円）で、うち建設改良

費が21億27百万円（前年度22億91百万円）、地方債償還金が８億53百万円（前

年度20億72百万円）となっており、これに対する資本的収入は24億72百万円（前

年度22億17百万円）で、うち地方債が２億85百万円（前年度３億90百万円）、



他会計繰入金が20億７百万円（前年度17億77百万円）となっている。 

実質収支をみると、９事業全てが黒字であり、黒字額は３億21百万円で、前年度

（２億62百万円）に比べ59百万円の増となっている。 

 

（９）駐車場整備事業 

ア 事業数等 

令和４年度における法非適用の駐車場事業は、前年度と同数の４事業となってい

る。 

 

イ 経営状況 

収益的収支の総収益は１億99百万円で前年度（１億73百万円）に比べ26百万円

増加し、総費用は１億32百万円で前年度（１億17百万円）に比べ15百万円増加し

ている。 

また、資本的支出は８億４百万円（前年度６億76百万円）で、うち建設改良費が

７億 40 百万円（前年度６億 18 百万円）、他会計への繰出金が 36 百万円（前年度

40百万円）、地方債償還金が27百万円（前年度19百万円）となっており、これに

対する資本的収入は７億83百万円（前年度６億28百万円）で、うち地方債が６億

15百万円（前年度５億36百万円）、他会計繰入金が10百万円（前年度10百万円）

となっている。 

実質収支をみると、４事業全てが黒字であり、黒字額は48百万円で、前年度（27

百万円）に比べ21百万円増となっている。 

 

 

（10）介護サービス事業 

ア 事業数等 

令和４年度における法非適用の介護サービス事業は、前年度と同数の３事業とな

っている。 

 

イ 経営状況 

収益的収支の総収益は９億59百万円で前年度（９億70百万円）に比べ11百万円

減少しており、総費用は９億57百万円で前年度（９億66百万円）に比べ９百万円

減少となっている。 

また、資本的支出は26億12百万円（前年度４億47百万円）で、うち建設改良費

が26億６百万円（前年度４億41百万円）、地方債償還金が６百万円（前年度６百

万円）となっており、これに対する資本的収入は26億12百万円（前年度４億47百

万円）で、うち地方債が25億３百万円（前年度４億36百万円）、他会計繰入金が

１億８百万円（前年度12百万円）となっている。 

実質収支をみると、３事業全てが黒字であり黒字額は21百万円で、前年度（４百

万円）に比べ17百万円の増となっている。 

 


